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1990 年代初頭バブル経済の崩壊以降約 30 年間，基本的に日本の賃金が上がらない。他の
先進諸国及び韓国は上がり続けて，日本の賃金は国際的に低い水準である。日本の場合，
労働組合の組織率の低下，労働協約の拡張適用のなさ，労働組合の集団力（労働争議）の
未行使などが賃金の上がらない要因といえよう。いっぽう，株主への配当金や内部留保は
ほぼ毎年上がっている。一部の労働組合は，非正規労働者の組織化，子会社労働者の組織
化，職種別労働組合の結成などを通じて，集団力の拡大・強化を図っている。しかし，組
織率の低下が止まらない中，代案集団として従業員代表制の法制化が必要。韓国の場合，
1980 年の法制化により，30 人以上の企業で労使協議会が設置・運用されており，その結果，
企業経営の透明性，労働者の企業経営への参加性，主体性の発揮，納得性という「4 つの性」
が確認される。日本は，賃上げに向けては労働組合の労働三権のフル行使により組合要求
の獲得，従業員代表制の法制化により無組合企業での労使対等性の確保，労働組合のさら
なる組織化が求められる。それが実現すれば，雇用関係の高度化による生産性向上や事業
の高付加価値化，グローバル展開による企業の発展も期待できる。

日本的雇用慣行における集団
―労使関係と賃上げを中心に
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Ⅰ　日本的雇用慣行における集団とは

　最近，日本的雇用慣行をめぐるマスコミの言説
が多くなっている。日本企業の国際競争力の低
下，約 30 年間賃金が上がらない，あるいは，賃
金水準の国際的な低位，人材の流動性がなく成長
分野によい人材が集まらない等々の背景に日本的
雇用慣行があるとの論評が目立って増えている。

日本的雇用慣行とは，いわゆる終身雇用，年功賃
金，企業別労働組合 ･ 企業内労使関係を指すもの
である。そこには集団という共通の内容が貫かれ
ている。大企業を中心に，集団で新卒採用を行
い，入社後の間もないうちは昇進 ･ 昇給に大きな
差をつけずほぼ同時に上がる。また，入社ととも
に同時に集団で企業別労働組合の組合員となる。
その際には，集団は均質性を重視される（尾高 
1984）。均質性は，採用の段階で正社員という身
分，入社後の教育 ･ 訓練，キャリアパス，人事・
労務管理，小集団活動さらには組合の活動や幹部
就任の際にも見られるのである。
　本稿では，均質性を内包する集団が日本的雇用
慣行の中で果たしてきた機能やその特質につい
て，労使関係の文脈で国際比較も交えながら考察
することにする。その際に，1990 年代以降，賃
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上げにスポットライトを当てる。集団の力の強弱
を最もよく確認できるのではないかと思うからで
ある。

Ⅱ　労使関係における集団の意義と課題

　企業などに雇われている労働者は「使用される
者で，賃金が支払われる者」である。労働者は企
業の使用（指揮・監督）に服従する者であり，そ
の対価として賃金を受け取る。こうした企業と労
働者との関係を「雇用関係」（山川 2003）といい，
基本的に「上下関係」といえよう。雇用関係の下
では，労働者は，企業からの仕事依頼，業務従事
の指示等に対し，諾否の自由がなく，業務の内容
及び遂行方法に対する指揮命令，また，勤務場所
及び勤務時間に対する指定などに服する者であ
る。労働者は「受身的な存在」である。
　いっぽう，「労働条件は，労働者と使用者が，
対等の立場において決定すべきものである。（労
働基準法第 2 条）」と，労使の対等性原則が定めら
れている 1）。労使の対等性原則を表す関係を「労
使関係」（対等関係）といいたい。労働力の売買
という取引において，売り手と買い手の対等性が
確保することにより，公正な価格が形成される。
しかし，使用従属性という雇用関係の下では，労
働力の売り手である労働者が買い手の企業と対等
な立場に立って取引することは極めて難しい。そ
の問題を解消する 1 つの方法が，労働者が集団を
なして交渉力を高めることである。その集団が労
働組合であり，憲法第 28 条や労働組合法で労働
者の権利として保障されている。日本では，それ
だけではなく，労働法の具体的な条文においては
過半数組合の特権も認められている。休日・残業
協定（「36 協定」）を定めている労働基準法の第 36
条が代表的である。労使関係においては，労働者
を自分の主体性を発揮する「能動的存在」とみる
ことができる。
　労働者が，労働組合という集団の力を発揮し，
より高い労働条件を目指していく中で，労働生産
性の向上が図られる。それは，企業がより高い労
働条件を満たしていくためには，無駄の排除，新
技術の導入・自動化，安全衛生の確保，既存の製

品やサービスの質の向上，高付加価値の獲得につ
ながる新製品やサービスの開発，製品・サービス
の販売拡大（グローバル展開）など事業の高付加
価値化をしていかなければならないからである。
日本では，1955 年にスタートした生産性向上運
動が事業の高付加価値化を後押ししたが，同運動
の 3 原則が雇用の維持・拡大，労使協議，公正な
分配である 2）。
　このように，集団の力の発揮（特に，賃上げ）
は生産性向上・事業の高付加価値化を促すものと
いえるが，企業はそれを実現するために，労働者
の能力向上・発揮や創意工夫，高いモチベーショ
ンなどを求める。その過程で，労働者に対し受身
的な存在から能動的な存在への転換を図っていく
が，それを「雇用関係の高度化」と言い表した
い。雇用関係の高度化は労使関係（対等関係）及
び労使コミュニケーションの役割が重要である。
労使が，それぞれ自らの要求を明らかにし，それ
を実現するためには，対等な立場で要求を取り引
きし，その実現に向けては労使コミュニケーショ
ンを図ることが不可欠であるからである。その際
に，労働者は 1 人よりも集団をなすことが自らの
要求の実現可能性を高めることになる。労働者の
賃金などの労働条件の向上要求は雇用関係の高度
化を促し，生産性向上や事業の高付加価値化の実
現につながるものである。要求の担い手である労
働組合という集団は，企業の発展を促す経営資源
といえよう。
　日本の労使は，生産性 3 原則に共鳴し，1980
年代までは雇用関係の高度化を通じて企業の発
展，雇用の維持・拡大を図ってきたといえる 3）。
それに資した労働組合の意義は大きい。しかし，
1990 年代初頭，バブル経済の崩壊以降，経済の
低成長の下，少子高齢化のいっそうの進展，急速
なグローバル化など，企業をとりまく環境が厳し
さを増す中で，1990 年代以降，1980 年代までの
発展や雇用の維持・拡大は困難となった 4）。むし
ろ事業所の閉鎖・縮小，雇用削減などの減量経営
に追い込まれる。それに労働組合の組織率の低
下，非正規労働者の増加が加わり，生産性 3 原則
の 1 つである労使協議も少なくなり機能低下して
いった 5）。また，分配の面においても，低い企業
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利益の影響や株主重視傾向もあって，賃金として
分配されるものが少なくなり，労働者 1 人当たり
平均賃金は 1997 年ピークに達し，その後，減少
あるいは横ばいを描きながら，現在に至ってい
る。いわゆるアベノミクスの以降，賃金は上がっ
たものの，ピーク時の水準に達していない。
　その結果，日本の賃金は基本的に上がらなく
なったといって過言ではない。いっぽう，他の
G7 国の賃金は上がり続けて，日本より高くなっ
た（図 1 参照）。2000 年，日本と同水準であった
アメリカ，イギリス，フランス，イタリアであっ
たが，2019 年はいずれの国も日本より高く，ア
メリカの場合，約 2 倍高い。また，韓国も 2000
年以降持続的に賃金が上がり，2015 年日本を上
回り，差を拡大しつつある。
　なぜ，日本だけが賃金が上がらないのか。さま
ざまな要因が考えられる 6）が，労使関係も一因
ではないか。それに焦点を絞って考えてみること
にする。

Ⅲ�　集団力の発揮の限定化（国際比較を交
えて）

　日本の労働組合組織率は 1949 年 55.8％をピー
クに基本的に低下し続けている（後掲の図 6 参照）。
それに伴い，労働組合の社会的影響力も弱まって
いるといえる。日本の場合，労使が締結している
労働協約の適用率は労働組合の組織率とほぼ同率
であり，組合員に限定されている 7）。「日本の労
働協約は 1970 年代以降，企業の中に閉じこもっ
てしまいました。（古川 2021）」というように，労
働組合という集団で勝ち取った労働協約が適用さ
れるのは専ら当該企業の限定された労働者（正社
員）である。「集団力の発揮の限定化」といえよ
う。いっぽう，ヨーロッパ諸国の場合，労働協約
の適用率は組合組織率を大きく超えている。例え
ば，2018 年，ドイツの場合，組合組織率は 16.6％
であるが，協約適用率は 54.0％，また，フランス
の場合，組合組織率は 10.8％であるが，協約適用
率は 98.0％にのぼる（表 1）8）。
　日本の集団力発揮の限定化は労働組合組織率の
低下とともに進んできているが，労使交渉の面で

出所：OECD（https://stats.oecd.org/Index.aspx?QueryId=64160）

図 1　G7と韓国の労働者賃金（年収）推移（米ドル換算）
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もそういえる。労働組合という集団の力の発揮
は，付与されている労働三権をフルに行使するこ
とによって実現できるが，最も影響力のあるのは
労働争議といえよう。「争議権は，基本的には，
団体交渉における労使の対等性を確保し，交渉の
行き詰まりを打開するための権利（菅野 2019）」
である。総労働争議件数は 1974 年 1 万 462 件を
ピークにほぼ持続的に減っており，近年は 300 件
前後を推移している（図 2 参照）。半日以上のス
トにいたっては，2001 年 89 件と二桁に減ってか
らほぼ一貫して減少し，最近は 30 件前後を推移
しておりゼロに等しい（厚生労働省 2022d）。労働

争議件数の減少は，労使の意見の対立が弱まり争
議に伴う労使間の摩擦・不信，経済的な損失など
を抑えるものと望ましいことである。しかし，労
使関係では特に分配をめぐる対立は常に存在す
る。それが争議として表出しないのは，企業が労
働者の要求を受け入れるか，労働組合が低い要求
をだすか要求獲得のために争議に頼らない結果で
あろう。
　長期的にみると，労働争議件数が多い時代に賃
金が上がり，少ない時代に上がらないと見てとれ
る（図 2 参照）。
　2020 年の調査で，過去 3 年間において，「労働

（単位：円，件）

図 2　総労働争議件数及び月間現金給与総額（30人以上事業所）の推移

出所：厚生労働省『労働争議統計』各年。厚生労働省『毎月勤労統計調査』各年。1969 年まではサービス業は含まれていない。
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　表 1　G7及び韓国の労働組合組織率と労働協約の適用率
（単位：％）

2000 年 01 年 02 年 03 年 04 年 05 年 06 年 07 年 08 年 09 年 10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年 18 年 19 年

日本
組織率 21.5 20.9 20.3 19.7 19.3 18.8 18.3 18.3 18.2 18.5 18.4 19.0 18.0 17.8 17.6 17.5 17.4 17.2 17.0 16.8 
適用率 21.4 20.8 20.2 19.7 19.2 18.8 18.3 18.2 18.2 18.4 18.4 19.0 17.9 17.7 17.6 17.5 17.3 17.1 16.9 16.8 

韓国
組織率 11.4 11.5 11.3 10.7 10.3 9.9 10.0 10.5 10.2 9.9 9.6 9.8 9.9 10.1 10.1 10.0 10.0 10.5 11.6 ―
適用率 15.0 15.0 14.5 13.7 13.2 12.8 12.9 13.5 13.1 12.7 12.2 12.6 12.8 12.8 12.9 12.7 12.8 13.3 14.8 ―

アメリカ
組織率 12.9 12.9 12.8 12.4 12.0 12.0 11.5 11.6 11.9 11.8 11.4 11.3 10.8 10.8 10.7 10.6 10.3 10.3 10.1 9.9 
適用率 14.9 14.7 14.5 14.3 13.8 13.7 13.1 13.3 13.7 13.6 13.1 13.0 12.5 12.4 12.3 12.3 12.0 11.9 11.7 11.6 

イギリス
組織率 29.8 29.3 28.8 29.3 28.8 28.6 28.3 28.0 27.5 27.4 26.6 26.0 26.1 25.6 25.0 24.7 23.6 23.3 23.4 23.5 
適用率 36.4 35.5 35.2 35.5 34.8 35.0 33.4 34.7 33.7 32.8 30.9 31.2 29.3 29.5 27.5 27.9 26.3 26.0 26.0 26.9 

ドイツ
組織率 24.6 23.7 23.5 23.0 22.2 21.5 20.6 19.8 19.0 18.8 18.9 18.4 18.3 18.0 17.7 17.6 17.0 16.7 16.6 16.3 
適用率 67.8 68.8 67.8 67.6 65.8 64.9 63.3 61.7 61.3 61.7 59.8 58.9 58.3 57.6 57.8 56.8 56.0 55.0 54.0 ―

フランス
組織率 10.8 10.8 10.8 10.8 10.5 10.5 ― ― 10.6 ― 10.8 ― ― 11.0 ― ― 10.8 ― ― ―
適用率 ― ― ― ― 97.7 ― ― ― 98.0 98.0 98.0 ― 98.0 98.0 98.5 98.0 ― ― 98.0 ―

カナダ
組織率 28.2 28.4 28.3 28.2 27.8 27.7 27.4 27.3 27.0 27.3 27.2 26.9 27.2 27.1 26.4 26.5 26.3 26.3 25.9 26.1 
適用率 32.4 32.3 32.2 32.2 31.7 32.0 31.7 31.6 31.2 31.5 31.4 31.0 31.3 31.1 30.4 30.6 30.3 30.4 30.1 30.2 

イタリア
組織率 34.8 34.2 33.7 33.6 34.0 33.8 33.6 34.0 33.9 34.7 35.3 35.2 35.5 35.7 35.4 34.2 33.6 33.2 32.6 32.5 
適用率 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

出所：OECD Statistics（Collective bargaining coverage and Trade union density）
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争議があった」と答えた労働組合は 2.7％に過ぎ
ず，97.2％は「労働争議がなかった」と答えた。
労働争議がなかった労働組合にその理由を聞いて
みると（複数回答），「対立する案件がなかったた
め」が 55.8％と最も多く，次いで「対立した案件
があったが話合いで解決したため」34.7％，「対
立した案件があったが労働争議に持ち込むほど重
要性がなかったため」12.5％，「労働争議に持ち
込んでも成果が得られないと判断したため」
8.7％，そして「労使関係の悪化を懸念したため」
7.3％などであった（厚生労働省 2021）。
　いっぽう，賃上げをめぐる労使交渉について見
てみると，2021 年，労働組合が要求した賃上げ
の平均要求額（単純平均）は 5948 円であったが，
妥結額は 3640 円と要求達成率は 61.2％に過ぎな
い（厚生労働省 2022a）。上記の労働争議のないこ
とに照らし合わせて解釈すると，賃上げの要求額
と妥結額のギャップを対立とみなさず，あるいは
対立するが，話し合いで解決したといえて，労働
組合は要求額の獲得に強くこだわっていない。そ
の要因の 1 つとして労働組合員は相対的に恵まれ
ているからであろう。全労働組合員の中で，1000
人以上の大企業や公務部門に働いている労働者・
組合員の割合は 2021 年 70.6％にのぼり（厚生労
働省 2022b），大企業の賃金（100）は中企業（88.3）
や小企業（82.4）より高いことがそれを表すもの

である（厚生労働省 2022c）。すなわち，大企業の
賃金が相対的に高いので，組合が賃上げにそれほ
どこだわらないといってよいだろう。
　長期的に労働組合の賃金引き上げ要求額と妥結
額を見てみると，1998 年までは 1 万円以上の要
求額であったが，それ以降は一度も 1 万円以上の
要求額となったことはない。また，妥結額は 1999
年以降，一貫して 5000 円を下回っている。要求
額に対する妥結額の水準を表す達成率はおおむね
50～60％に推移している。しかし，達成率を上げ
るために争議行為を行うことは基本的にない。
　2020 年，企業が賃金の改定の決定に当たり，
どのような要素を重視したかをみると（複数回
答），「企業の業績」が 61.6％（「最も重視した要素」
では 47.3％。以下，同じ）と最も多く，次いで「雇
用の維持」38.9％（9.0％），「労働力の確保・定着」
38.1 ％（8.2 ％），「 前 年 度 の 改 定 実 績 」19.5 ％

（3.6％），「世間相場」16.4％（3.0％），「親会社又
は関連（グループ）会社の改定の動向」10.8％

（5.0％），「労使関係の安定」10.3％（2.2％），「物
価の動向」0.8％（0.0％），「その他」5.4％（3.9％），

「重視した要素はない」17.0％（17.0％），「不詳」
0.6％（0.6％）であった（厚生労働省 2022a）。
　労働組合が賃上げにこだわり，その獲得に向け
て具体的な行動をするときに，企業は労使関係の
安定を図るために，組合の要求を受け入れること

（単位：円，％）

図 3　労働組合の賃上げ要求額及び妥結額，達成率の推移

出所：厚生労働省『賃金引き上げ等の実態に関する調査報告』各年。
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がある。「労使関係の安定」と 1 人当たり平均賃
金の改定額の推移を見てみると，傾向的に両者の
相関が見られる（図 4 参照）。特徴的なのは，
1990 年代初頭と 2010 年度中盤以降は「労使関係
の安定」より 1 人当たり平均賃金の改定額の目盛
りが高く相関関係が低い。その時，賃金が高い主
な要因は世間相場や労働力の確保・定着のようで
ある（厚生労働省 2022a）。「労使関係の安定」は，
賃金の改定の決定要素として他の要素（企業の実
績，雇用の維持，労働力の確保・定着）に比べて低
位となっているが，経年的に見てみると，重視企
業の割合が低くなっている。すなわち，企業は賃
金の改定の決定の際に，労働者の集団的な行動に
よりもたらされる労使関係の不安定を気にしなく
なってきている。労働組合の集団力が落ちている
と言わざるをえない。
　労働争議による労働損失日数は主要先進国の中
で日本が極めて少ない。2020 年の場合，日本の
労働損失日数は 2 千日であるが，アメリカ 3237
千日，イギリス 9）206 千日，ドイツ 195 千日，フ
ランス 2095 千日であり，加えて韓国は 554 千日
である（労働政策研究・研修機構 2022）。各国の労
働者数が異なるが，単純比較でみても日本だけが
飛び抜けて労働損失日数が二桁以上も少なく，集
団の力を発揮していないといってよかろう。それ
に従い労使関係の緊張感もないに等しい。
　いっぽう，企業は，株主重視と利益剰余金（内
部留保）の増額を進めている。配当金は，1990 年
4 兆 2270 億 円，2000 年 4 兆 8316 億 円，2010 年

10 兆 3574 億円，そして 2020 年 26 兆 2437 億円
と増加の一途を辿っている（図 5 参照）。それに
伴い，配当率も 1990 年代は平均 6.1％であった
が，2000 年代 10.3％，2010 年代 17.0％に増加し
た。他方，従業員給与は，1990 年約 122 兆円から
2000 年 147 兆円と増加し，2006 年 149 兆とピー
クに達した。その後，減少に転じ，2010 年 126 兆
円，2020 年 125 兆円となっている。付加価値の中
で人件費が占める割合も傾向的に減少している。
しかし，企業の内部留保は毎年積み上げられて，
1990 年約 127 兆円から，2000 年 194 兆円，2010
年 294 兆円，そして 2020 年 484 兆円に増えてい
る。
　以上のように，日本の場合，労働組合が企業と
締結した労働協約の拡張的適用がほとんどなく，
また，賃上げ要求額を獲得するために労働争議に
訴えることもない。その結果，集団力の発揮が限
定されて 1990 年代初頭バブル崩壊以降賃金が基
本的に上がらなくなったといえよう。しかし，企
業の内部留保は積み上げられ，また，株主への配
当金・配当率はほぼ一貫して増加している。結
局，労働者・労働組合が集団力を高めて，賃金を
上げることができる企業の財務状況であるのにそ
れが実現されておらず，賃金が上がらなくなって
いるのである。労働組合が賃上げ要求とその実現
に向けた運動を通じて，企業の発展を促す経営資
源の役割をどこまで果たしたのか疑問が残らざる
をえない。もちろん，個別企業で労働組合は厳し
い交渉を行うが 10），結果として自らの要求を獲

（単位：円，％）

図 4　賃金の改定に当たり「労使関係の安定」を重視した企業の割合（複数回答）と
　　　1人当たり平均賃金の改定額の推移

出所：厚生労働省（2022a）。
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得するほどの交渉力を発揮せず，企業の主張に理
解を示し，寄り添ったからだと思われる。個別企
業レベルで，「よかれ」と思って行った労働組合
の交渉力の抑制が日本全体の賃金引き上げや経済
にマイナス効果をもたらす，合成の誤謬につな
がったのではないか 11）。

Ⅳ�　集団力の拡大と強化に向けた主要な
動き（組織化）

　前記のとおり，日本の労働協約適用率は労働組
合の組織率とほぼ同率である。労働組合の集団力
を拡大するためには，組織化・組織拡大が何より
も肝要である。それについて主要な動きを中心に
見てみることにする。

１　パート労働者の組織化

　日本の労働組合組織率は，既述のとおり，1949
年 55.8％をピークに毎年ほぼ一貫して低下した。
低下の主な要因は，組合員数（分子）より雇用労
働者数（分母）がもっと増えたことによるもので，
組合員数は 1994 年まで増加し続けて 1269 万
8847 人に達した。しかし，1995 年からは労働組
合員数も減少に転じ，2014 年 984 万 9176 人とな

り，その間，22.4％も減った。その後，主に連合
の組織拡大運動が実る形で増加し 12），2020 年
1011 万 5447 人に達したが，21 年は再び減少に転
じた。労働組合数（単一労働組合）は 1984 年 3 万
4579 組合とピークに達してからほぼ一貫して減
り 13），2021 年 2 万 3392 組合となり，その間，32.3％
も減少した。
　労働組合組織率や組合員数が減ったものの，そ
の減少幅が比較的緩やかであり，年によっては増
加したのは主にパート労働者組合員の増加による
ものといえる。2000 年以降に絞って見てみると，
パート労働者の組合員数は 2000 年約 26 万人で
あったが，その後，一貫して増加し，2020 年 138
万に達し，その間，5.3 倍にも増えた（図 6 参照）。
その結果，全労働組合員の中でパート労働者組合
員 が 占 め る 割 合 も 2000 年 2.3 ％ か ら 2020 年
13.7％まで増加したのである。労働組合がパート
労働者に組合員資格を与えて実際組合員がいると
答えた割合は 2003 年 10.9％であったが，2008 年
17.4％，2013 年 20.5％，2015 年 24.9％，2016 年
22.0％，2017 年 26.8％，2018 年 28.6％，2020 年
29.5％，2021 年 30.0％に増加し，パート労働者の
組織化が進展している（厚生労働省 2004, 2014, 
2016, 2017, 2018, 2019, 2021, 2022b）。

図 5　法人企業の利益剰余金，配当金，従業員給与，配当率，人件費割合の推移

出所：財務省『法人企業統計調査』。
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　パート労働者の組織化が大きく進展した背景に
ついて見てみることにする。最も大きな要因は過
半数組合の回復と組織防衛である 14）。ユニオン・
ショップ協定により，正社員は入社とともに組合
員となるが，パート労働者の増加により，正社員
の組合員がパート労働者を含む全労働者の半数を
下回り，過半数組合ではなくなる。それに伴い，
労働基準法等で保障されている過半数組合の役割
を正当に果たすことができない。代表的なのが
36 協定（休日・残業協定）である。また，パート
労働者の中で，解雇などの不利益取扱いをされる
場合，納得のいく解決を目指して会社の外にある
個人加盟ユニオンに駆け込み，会社は同ユニオン
から団交申し入れをされる。それによって企業内
労使関係に不安定をもたらされることになると心
配する。企業は，企業内労使関係を安定的に維持
するためにも企業内問題は企業内で解決したほう
がよいと判断し，労働組合のパート労働者組織化
方針に理解を示すことになる。労働組合が過半数
組合の回復，組織防衛のためにパート労働者の組
織化を主張することに対し，企業も同調してユニ
オン・ショップを改定し，組織対象を従来正社員
からパート労働者（多くは週労働時間 20 時間以上）
に広げる。それに伴い，集団力が既存の正社員か

らパート労働者に拡大した。
　パート労働者の組織化の際に，パート労働者を
正社員と同じ権利・義務を与える同質化戦略と，
異なる権利・義務を与える異質化戦略に分かれる
が，同質化戦略のほうが過半数組合の回復，パー
ト労働者の処遇改善などにもっと有効であった。
企業の管理戦略も基本的に正社員と同質の人事・
賃金制度の構築と運用を行う同質化戦略をとる
と，組合の同質化戦略はいっそう効果をあげるこ
とができた。なお，パート労働者の組合費は，同
質化戦略の場合，正社員と同率，異質化戦略の場
合，正社員より低い 15）。

２　子会社の組織化

（1�）資生堂労組の事例（販売子会社の単一組織
体への組織化）16）

　親会社の労働組合が子会社の労働者を直接組織
化して同組合の組合員とする動きもある。資生堂
労組は，1993 年，組織化の狙いを 6 つに挙げ，
実践に移した（資生堂労組 1998）。第 1 に，会社
との対等な関係および経営のパートナーとしての
役割を果たすことである（対等な労使関係の形成）。
当時，同社および販売会社では，全国に約 1 万
7000 人の従業員がいるが，そのうち，組合員は

（単位：％，万人）

図 6　2000 年以降労働組合組織率等の推移

注：�2011 年は東日本大震災の影響により『労働力調査（平成 23 年 6 月分）』においては，調査実施が困難となった岩手県，宮城県及び
福島県を除く結果を公表しているため，組織率を算出していない。

出所：厚生労働省『労働組合基礎調査』各年。
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3400 人と 20％に過ぎない。組合員は専ら同社（親
会社）の従業員に限られていた。従業員の 20％し
か組織していない組合は，1 万 7000 人を率いる
会社と対等な関係やパートナーにならないと判断
したのである。
　第 2 に，多くの従業員の声を吸収し会社トップ
に伝えるという役割を果たすためである（多くの
従業員の声の吸い上げと経営への伝達）。会社業績
の向上は，組合員の生活向上に不可欠であるが，
会社業績に重要なポジションで働く販売子会社の
労働者の声を組合が吸収して経営協議会等の場を
通じて，会社トップに提言することで，会社業績
の向上に資すると考えたのである。
　第 3 に，組合波及効果範囲と組合員範囲との
ギャップの解消である。同労組が会社との賃金等
を交渉するが，その妥結結果は，組合員だけでは
なく，非組合員にも波及・適用されていたので，
その組合の影響範囲に合わせて組織化するのが本
来の姿だと考えた。
　第 4 に，組合要求の実現可能性の向上である。
販売子会社の労働者を含む全従業員を代表する組
合となり，組合員の声・意見をより会社に伝える
ことができて，組合要求が実現しやすくなる。
　第 5 に，経営へのチェック機能の向上である。
販売第一線の声を吸い上げることができるので，
経営に対するチェック機能が高まる。
　そして，第 6 に，スケールメリットを生かし
て，共済・福祉等の充実・強化が図れる。
　同労組は，以上の狙いを実現すべく，会社との
交渉，組織対象者への説明会等の開催を経て，
1993 年，販売子会社の労働者を単一組織体とし
て組織化した。同労組は子会社労働者の組織化の
前，組合員数が 3399 人であったが，組織化によ
り 1 万 6492 人と約 5 倍増した。集団力の拡大が
図られたのである。
　同労組は，新たに組合員となった子会社の女性
組合員の声を積極的に反映する形でワーク・ライ
フ・バランス運動を展開するとともに，「ベアゼ
ロ要求」を掲げて押し込み販売を無くす経営改革
運動 17）を進めた。その結果，企業業績の回復，
最高水準のワーク・ライフ・バランス等の実現が
見られて，組織化の当初の狙いが果たされる。ま

た，販売子会社の労働者の賃金が親会社の労働者
のように上がることになった。労働組合は，子会
社の組織化を通じて，要求を実現する集団力の強
化をも図ったのである。

（2�）ケンウッドグループユニオン（子会社労組
の支部化に伴う組織化）18）

　旧ケンウッドには，親会社に組織されているケ
ンウッド労組があり，7 つの子会社にはそれぞれ
企業別労働組合があった。子会社の組合は，組合
員数が 20～130 人の規模で専従者を置くことがで
きなかった。親会社が債務超過による赤字転落か
らの回復に向けて 2002 年度より企業グループ経
営を強化したが，その過程で子会社の決定権がほ
ぼ無くなり，子会社組合の対会社への交渉も意味
をなさなくなる。こうした問題を解決し，グルー
プ経営の強化に対応していくためには，グループ
レベルでの単一労組化が必要と考えて，親会社労
組と 7 つの子会社労組が，2004 年，新たに結成
されるケンウッドグループユニオンの支部へ組織
変更を行った。グループユニオンの結成に伴い，
ユニオンは親会社の社長との交渉の中で，子会社
の問題（雇用削減など）を解決するとともに，親
会社と子会社間の処遇格差の長期的解消，組合の
交渉力の強化，さらには非正規労働者の組織化と
処遇向上などを通じて，企業グループレベルの収
益力の向上（グループ経営の全体最適化）に寄与し
た。企業グループレベルの集団力の拡大・強化が
図られたのである。

（3�）日本ハムユニオン（子会社組織化と企業連
の統一的運営）19）

　2002 年日本ハムの子会社でいわゆる「牛肉偽
装事件」が起きた。それにより，親会社の商品が
スーパーの店頭から消えるというショックが発生
し業績が悪化した。日本ハムユニオンは企業グ
ループ全体のコンプライアンス強化を図るため
に，次の 6 つの運動を展開することにした。すな
わち，グループ代表性の確立，グループ内格差是
正，グループ全体の現場実態の把握・声の吸い上
げ，グループガバナンス牽制機能の確立，グルー
プ労使対話の充実，会社経営陣と組合員との架橋
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役割である。
　日本ハムユニオンは，以上の運動を展開してい
くためには，非正規労働者の組織化及び未組織子
会社労働者の組織化が必要であると判断した。組
織化の結果，同ユニオンの企業連レベルで組合・
組合員数が 2002 年 10 単組約 3500 人から 2018 年
21 単組 8907 人に増加した。21 単組の中で，日本
ハムユニオンが主軸となって子会社の 8 組合を 1
つに束ねる全日本ハム労働組合を結成した。同労
働組合では人・物・金・情報・ノウハウを共有し
ている。したがって，組合のビジョン，組合規約
を共有し，また，専従体制や基本的運動方針も同
一である。組合費も基本給の 2.3％と同じであり，
また，専従者も複数の組合の役員を兼任してい
る。それによって，組合員数が少ない単組でも専
従者 20）を置くことができて，企業連の運動を維
持・強化することができる。単組が企業連の支部
という体制に近いのである。そのため，労働組合
は同企業連に入っている組合の企業および企業グ
ループ全体をチェックすることができる。
　以上の組織化・運動により，非正規労働者の労
働条件の改善があった。2007 年春闘から毎年ベ
ア要求を行い，非正規労働者（プラント勤務）の
平均賃上げに一定の回答を得ることができた 21）。
それに定昇見合額を合わせて，2007 年から 2019
年までの平均賃上げ額は 3 万 1407 円（うち，ベー
スアップ 1 万円以上）であった。そのほか，企業
内最賃の引き上げ 22）も行い，非正規労働者の処
遇の底上げも図ったのである。その間，基本的に
正社員の賃上げは要求しなかった 23）。結果とし
て正規と非正規との格差は縮小した。また，子会
社の組織化の成果もかなり上がった。一例として
上記事件を起こした子会社の組織化と交渉によ
り，2011 年年収約 459 万円 24） から 2018 年 569
万円に 24％増加し，また，休日日数も 2011 年
106 日から 2019 年 121 日へ増え，そして所定労
働時間も同年 2072 時間から 1960 時間に短縮し
た。
　結果的に労働組合が企業グループ全体のコンプ
ライアンス強化及び健全な発展，非正規労働者及
び子会社労働者の処遇改善を進めることができ
て，組合の集団力を大きく拡大・強化することが

できた。

３　職種別労働組合の結成 25）

（1）日本介護クラフトユニオン（NCCU）
　日本で労使がより対等な立場で交渉できて，ま
た，協約の拡大適用をはかっていくために 2000
年 1 月 24 日，初めて結成された職種別労働組合
が「UA ゼンセン日本介護クラフトユニオン

（NCCU，Nippon Careservice Craft Union）」 で あ
る。NCCU は，2022 年 8 月現在，組合員数は 8
万 7000 人であり，組織体制は本部，8 つの総支
部，そして 43 分会という体制である。専従者は
59 人である。分会の約 9 割が当該企業とユニオ
ン・ショップ協定を締結している。専従者は，基
本的に東京にある本部および 4 つの地方事務所で
働いているが，その中の組織拡大の専任者は担当
地域を飛び回っている。
　NCCU は，よりよい介護産業づくりに必要な
政策の企画，労働条件の引き上げなどの労働政
策，政策実現にむけた政策・政治活動，共済事業
活動，広報活動の役割を果たしている。広報活動
は，NCCU の目指す目標を実現していく上で大
変重視されている。それは世論を動かすからであ
る。介護の実態を正確に国民に知らせて社会の問
題とし，利用者も労働者も一般国民も望まれる介
護を実現していく上で極めて重要であると考えて
いる。介護労働者の処遇改善がその一例である。
　政府は，3 年に 1 度介護報酬改定を行っている
が，2009 年，介護職員の処遇を改善するために
介護報酬がプラスに改定された。しかし，プラス
改定を報酬の引き上げに当てるような定めがなさ
れていなかった。そのため，事業者はプラス改定
を賃金引き上げよりは事業の収益に回してしまっ
た。NCCU は，報酬改定が必ず処遇改善に使わ
れるように組織内議員に働きかけを行ったが，政
府がそれを受け入れた。その結果，2009 年 10 月
から新たに賃金にしか使えない「処遇改善交付
金」が設けられた。それが「介護職員処遇改善加
算」に変わり，介護職員の賃金に反映され始めた
ことにより，徐々にではあるが，処遇改善が行わ
れてきている。
　NCCU は，以上のような活動を通じて，介護
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労働者が安心して働ける職場をつくっているが，
その 1 つの表れが，分会のある事業場の離職率が
他の事業場より低いことである 26）。また，介護
産業の全労働者の賃上げにも貢献している。

（2）人材サービスゼネラルユニオン（JSGU）27）

　UA ゼンセン JSGU（Jinzai Service General Union）
は，人材サービス産業で働く労働者が企業の枠を
越えて集い連帯するユニオンとして 2004 年 5 月
15 日に結成された。派遣労働者の職種別労働組
合である。2019 年 6 月末現在，組合員数は 2 万
6532 人である。同ユニオンは 10 の分会，8 の地
域支部，本部の組織体制となっている。同ユニオ
ンは，分会の当該企業全社が毎年集まる場をもう
け，組合の統一方針のもと，企業横断の団体交渉
を行っている。組合員の処遇改善に向けては，上
部団体（UA ゼンセン及び連合）を通じ，派遣ユー
ザー業界・企業へ派遣料金設定の適正化を働きか
ける運動を展開し，組合員だけではなく広く派遣
労働者の就業条件の底上げをも図っている。ま
た，厚生労働省の労働政策審議会の部会に委員を
送り，現場の実態を述べて法律の改正に反映され
るように努めて，全派遣労働者の処遇改善に寄与
している。

　以上のように，労働組合は非正規労働者の組織
化，子会社労働者の組織化，企業グループレベル
の交渉力の強化，さらには職種別労働組合の結成
などを展開し，集団力の拡大・強化を図ってい
る。それにより，組織化された労働者の賃金は上
がっていき，企業の発展に寄与した。しかし，こ
うした運動を行った労働組合は多くないのが実態
であり，そのため，労働組合の組織率は低下し続
けており，労働組合のない企業における集団力の
構築が課題となる。組合のない企業にも労働者の
集団力を与えている韓国の事例 28）について見て
みることにする。

Ⅴ�　代案集団（労使協議会）の役割（韓国
の事例）

　お隣の韓国では 1980 年に従業員代表制が法制

化された（「勤労者参与及び協力増進に関する法律
（略して「勤参法」）」）。現在，30 人以上の企業では
同法に基づき，「労使協議会」の設置（委員は労
使同数）と 3 カ月ごとの定期会議の開催が義務づ
けられている。また，協議会の主な役割を 3 つ定
めている。生産性向上と成果配分などの 16 項目
の協議事項，教育訓練及び能力開発基本計画の樹
立などの 5 項目の議決（合意）事項，そして経営
計画全般及び実績に関する 4 項目の報告事項であ
る。報告事項については労働者側の資料請求権も
与えられており，正当な理由なく提出されなけれ
ば約 50 万円の罰金が課される。法律の履行確保
が講じられている。
　筆者は，コロナ感染拡大前（2020 年 2～3 月）
に訪韓し 17 社の労使協議会運営実態を調査した

（労働政策研究・研修機構 近刊）。その結果，「4 つ
の性」が確保されていることが分かった。第 1
に，企業経営の透明性の確保である。企業は協議
会の開催ごとに経営計画・実績，生産計画・実
績，人員計画，企業の経済的・財政的状況を報告
している。前記のように，報告内容が足りなけれ
ば労働者側の委員は資料提出を要求できる。労使
協議会により，企業経営の透明性が確保されてい
るのである。
　第 2 に，労働者の参加性の確保である。労働者
は，勤参法に基づき，企業経営に参加できる権利
が与えられている。同法では「協議会の出席時間
とこれに直接関連のある時間は労働した時間」と
定められている。16 項目の協議事項も実質上労
使の合意によりその内容が決定されていた。賃金
などの労働条件も決定されているのである。
　第 3 に，労働者の主体性の確保である。同法
は，使用者に対し，「労働者委員の選出に介入し
たり妨害したりしてはならない」，「協議会の委員
としての職務遂行と関連して労働者委員に不利益
を与える処分をしてはならない」，さらには，「労
働者委員の業務のために場所の使用等基本的な便
宜を提供しなければならない」と定めている。実
際，労働者委員は，同法に基づく保護を受けて主
体的に役割を果たしている。業績悪化による重た
く暗い会社の雰囲気を変えるためのイベントの提
案，時短を進めるための生産性向上策の提案，賃
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上げや福利厚生の向上のための節電・節約の呼び
かけ等々である。労働者は使用者に使われる受身
的存在より自分で企業・職場作りを行う能動的な
存在となっている。
　第 4 に，労働者の企業経営への納得性の確保で
ある。企業経営の透明性，また，労働者の企業経
営への参加性や主体性の発揮により，企業経営へ
の納得性が得られる。もし得られなければ転職の
選択肢もあるが，それも企業の状況を十分理解し
ての選択であるので，自分の行動への納得も得ら
れるのである。
　以上の 4 つの性が確保されている中，労使関係
は，労働組合ほどではないが，対等であり，ま
た，緊張感が漂っている。企業は常に業績向上を
目指し積極的な事業展開をしており，労働者はよ
り高い賃金や働きやすい職場環境づくりに向けて
要求し，実現に向けては企業経営に参加している
のである。その結果，高付加価値化とより高い労
働条件が好循環している。
　調査対象の 17 事例の中には，労働組合がある
事例も半数ほどあった。労働組合は，同法に基づ
き，もっと活動しやすくなり組合員数の拡大や組
合員に身近な事柄（福利厚生，職場環境など）を取
り上げて獲得しているのである。労働組合が勤参
法によりマイナスの影響を受けているという指摘
はいっさい聞こえてこなかった。労働組合が勤参
法を通じて組合活動の強化（集団力の強化）を図っ
ているのである。
　韓国の労働組合組織率は，2020 年 14.2％に過
ぎず，同年日本の 17.1％より低い。しかし，労働
組合の運動は激しく社会的影響力は大きい。主な
全国組織は韓国労総と民主労総があるが，組織規
模も拮抗しており，勢力拡大を熾烈に競い合って
いる。そのため，企業の労使協議会に対する認識
や取り扱いにも影響が出る。どちらかといえば，
組合結成や激しい労働運動を避けたいという認識
があり，労使協議会労働者委員の賃上げや福利厚
生，職場環境の改善などの要求を受け入れる傾向
がある。したがって，労使協議会の発言力は決し
て小さくなく，労使関係はいつも緊張しているの
である。勤参法は，上記の 4 つの性を確保して労
使関係の緊張感と対等な労使コミュニケーション

を下支えしており，労使コミュニケーションの経
営資源性 29）の発揮を促しているといえる。さら
には職場民主主義の基礎をなしているのである。
　労働組合の運動と労使協議会の活動により，集
団力を強化している。その結果，賃金は上がり続
けて日本以上の水準となっている。電機産業と自
動車産業の日韓比較でその実態をみることにす
る。まず，電機産業の場合，2015 年から 5 年間，
日本の大手 6 社（日立，パナソニック，三菱電機，
富士通，東芝，NEC）の平均年収（約 817 万円）よ
りもサムスン電子のほうが 41.5％高い約 1156 万
円である 30）。サムスン電子の労務管理の基本的
考え方は「同業界の労働組合のある企業の賃金よ
りいつも高く支払う」というものである。サムス
ン電子にも最近労働組合が結成されているが，ま
だ少数組合である。労使協議会が事実上賃金も決
定している 31）が，企業は労使協議会の高い賃上
げ要求をのまざるを得ない。また，より高い処遇
を求めて優秀な人材が他社に転職することがあ
り，企業に足留めておかなければならない。それ
に応えるためには常に高付加価値化を目指す企業
経営（高付加価値製品の開発，積極的なグローバル
展開など）を進めている。海外売上高比率は過去
5 年間平均で 86.4％と，前記した日本の大手 6 社
の平均 41.1％より 2 倍以上である。サムスン電子
の場合，同業他社の労働組合の集団力によって形
成された賃金水準を常に上回っているが，それは
会社の方針とともに，労使協議会での協議によっ
て実現しているのである。
　自動車産業について見てみると，トヨタ自動車
の場合，2021 年度の従業員平均年収は約 857 万
円（トヨタ自動車 2022）であるが，韓国の現代自
動車は約 960 万円（現代自動車 2022）であり，同
社の子会社である起亜自動車の場合，1010 万円

（起亜自動車 2022）である。トヨタよりそれぞれ
12％，18％高い賃金水準である。韓国の両社の労
働組合は最も戦闘的運動を展開していると言われ
ている。特に，現代自動車労組の場合，1987 年
結成されて以降，ほぼ毎年ストライキを行い，よ
り高い賃上げを獲得しているのである 32）。企業
は，それに対応するために，高付加価値事業の展
開（利益の高い高級車，電気・水素自動車の開発，
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デザインの向上など）とグローバル展開を積極的
に進めていっそうの収益力拡大に力を入れて高い
国際競争力を維持している。
　なお，製鉄産業の労働者 1 人当たり年収では，
日本製鉄が 2020 年度 494 万円，2021 年度 539 万
円（日本製鉄 2021, 2022）に対し，ポスコは 2020
年度 980 万円，2021 年度 1090 万円（ポスコ 2021, 
2022）と，韓国のポスコが日本のほぼ 2 倍となっ
ている。最近，ポスコは電気自動車に使われる付
加価値の高い二次電池の素材生産に注力してい
る。
　以上のように，韓国は，1980 年，勤参法の制
定により，現在，30 人以上の企業では労使協議
会が設置されており，それを通じて，4 つの性

（企業経営の透明性，労働者の参加性，主体性，納得
性）の確保がなされて労使コミュニケーションの
経営資源性が発揮されている。それに労働組合の
激しい運動が当該会社の賃上げだけではなく，労
働組合のない企業に労使協議会の労働者委員の集
団力の発揮を下支えしているといえよう。労使協
議会が労働組合の賃上げの伝播役割を果たしてい
るのである。ある面，労働協約の拡張的適用が制
度ではなく実体的に労使協議会によって実現され
ている。その結果，賃金はほぼ毎年上がり続けて
いるのである。

Ⅵ　まとめ―集団力の拡大・強化に向けて

　日本は，世界的に内部労働市場が最も発達して
いる国である。日本的雇用慣行が 1980 年代まで
そのような労働市場を形成しながら，企業の発
展，雇用の維持・拡大，公正な分配を実現してき
た。その際，生産性 3 原則が追い風となったとい
えよう。日本的雇用慣行は大企業の正社員に典型
的に形成されて，均質的な人事・労務管理によっ
て労働者の動員力・モチベーションを高めてきた
が，企業別労働組合はそれを促す集団力を発揮し
た。
　しかし，1990 年代初頭のバブル経済の崩壊に
よる約 30 年間，企業の成長が鈍る中，公正な分
配の風向きが変わり，労働者に不利な形となっ
て，賃金が上がらなくなった。株主への配当金や

内部留保に配分が集中した。その分配構造を変え
て，賃金を上げるほど労働者の集団力が発揮され
ていない。それは，何よりも労働組合の組織率の
低下，無組合企業における労働者の集団力のなさ
によるものであったといえよう。また，労働協約
の拡張適用は基本的になく，組織率の低下ととも
に，労働組合の集団力（影響力）は小さくなった。
その結果，賃金が上がらなくなる。それには労働
組合が賃上げ要求を獲得しようとする行動（労働
争議）に訴えておらず，企業も労使関係の安定の
ために賃上げ要求をそのまま受け入れることが少
なくなったことも主要因の 1 つである。総じて言
えば，1990 年代以降，労働組合が，賃上げによ
る雇用関係の高度化，生産性向上および事業の高
付加価値化に資する役割を果たしたとは，国際比
較からみる限り，言いがたい。そういう意味で日
本的雇用慣行における集団の意義は薄れてきたと
いえる。
　その中で，一部の労働組合は，集団力の拡大・
強化に向けて組織化を展開した。パート労働者の
組織化，親会社労働組合の子会社労働者の単一組
織体への組織化及び交渉力強化，職種別労働組合
の結成などを挙げることができる。その組織化に
よって，非正規労働者や子会社労働者の賃上げも
進んだ。多くの労働組合がそのような組織化を実
践していけば，集団力の拡大・強化による労使対
等の下，非正規労働者や子会社労働者の賃上げが
期待できる。
　2010 年代以降，連合の組織化・組織拡大の方
針により，組合員数が増加したものの，全体の組
織率の低下を食い止めることができなかった。集
団の意義の回復に向けてはさらなる組織化を期待
しつつも，現実的な代案を考えざるをえない。そ
れは，いわゆる従業員代表制の法制化である。連
合は法制化に向けた運動を展開してきているが

（新谷 2015），まだ実っていない。研究者の検討も
あったものの（労働政策研究・研修機構 2013），ま
た労働法の大家の卓見（菅野 2021）も示されてい
るが，具体的な政策に結びついていないのであ
る。日本の現在の従業員過半数代表制は，「36 協
定」などの 113 項目 33）において使われているが，
どこまで実効性があるのか。代表者の選出の問
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配するものとする（日本生産性本部 2022）。
 3）1980 年代までの日本的雇用慣行の生成と変貌については草

野（2021）が適格に整理している。
 4）1990 年代日本的雇用慣行の変容については佐藤（1999）を

参照されたい。
 5）労働組合のない企業に「労使協議機関」があると答えた割合

は，1984 年 40.7％から 2019 年 16.8％に減っている（厚生労働
省『労使コミュニケーション調査報告』）。

 6）労働市場や行動経済学などからの分析は玄田編（2017）を
参照されたい。

 7）日本でも労働組合法第 18 条に，労働協約の地域的拡張適用
の規定があるものの，過去に拡張適用が認められたのは 8 件に
過ぎず，事実上効力がないといって過言ではない。その中で，
2021 年，32 年ぶりに拡張適用が認められた。UA ゼンセンの
3 労組が使用者と締結した北関東の一部地域における年間休日
日数を最低 111 日と定める統一労働協約が，中央労働委員会
の審査を経て，2021 年厚生労働大臣名で決定されたのである。
詳しくは古川（2021）を参照されたい。また，過去の地域的
拡張適用についての本格的分析は古川・川口（2011）を参照
されたい。なお，同拡張適用の詳細の内容については，厚労省
の HP「労働協約の地域的拡張適用について厚生労働大臣が決
定した事案（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu 
nya/koyou_roudou/roudouseisaku/roudoukumiai/index_000 
05.html）」を参照されたい。労働組合法第 17 条では，事業場
単位の一般的拘束力の規定もあるが，ユニオン・ショップ協定
が多い中，同規定の拡張適用の効果は極めて限られる。その結
果，労働協約の拡張適用は実態としてほとんどなく組織率と協
約適用率はほぼ同じである。

 8）OECD Statistics（Collective bargaining coverage and 
Trade union density，2022 年 7 月 25 日アクセス）。ドイツと
フランスの労働協約の拡張適用と労使関係の変化については山
本（2014）を参照されたい。

 9）アメリカとイギリスは 2019 年のものである。
10）個人主義化や組合員構成の多様化により組合員ニーズの「最

大公約数」が次第に縮減する組合員内部の問題だけではなく，
産業空洞化・事業の海外展開やコーポレート・ガバナンス改革
などによる生産構造や利益構造・配分環境の激変への企業対応
に理解をせめられる困難の中で組合は交渉に当たらなければな
らない。労働組合が直面していた 20 世紀第 4 四半期のポスト
工業化における労働世界と企業社会の変化についての慧眼的分
析は稲上（2005, 2012）を参照されたい。

11）古賀（元連合会長・現連合総研理事長）も ｢『わが組織』，
『わが企業』，『わが産業』の存続を追求する労使の姿勢が，合
成の誤謬として社会的・経済的格差という負の側面の要因のひ
とつになったことも事実です｣ と，指摘している（古賀 
2017）。

12）連合の組織拡大運動は 2012 年より「1000 万連合実現プラン」
として展開していくが，実態はパート労働者の組織化・組織拡
大がメインである。連合の組織人員は，2014 年 684 万 6000 人
から増加し，2021 年 699 万人となった（厚生労働省『労働組
合基礎調査』）。それにはアベノミクスによって労働組合加入資
格に当たるパート労働者の増加に伴うものと見られる。また，
何よりも UA ゼンセンの役割が大きい。例えば，2012 年から
13 年までの 1 年間，連合全体の組織人員は 6247 人減ったが，
UA ゼンセンは 4 万 1637 人増加した（連合 2013）。2012 年以
降，UA ゼンセンは組合員を増やし，2021 年 9 月現在 182 万
6433 人であるが，そのうち，パート労働者は 60.2％を占めて
いる。

13）例外的に組合数が前年より増えたのは 1992 年 39 組合，
1994 年 29 組合，2000 年 575 組合と 3 年であった。

 1）労働契約法第 3 条でも「労働契約は，労働者及び使用者が対
等の立場における合意に基づいて締結し，又は変更すべきもの
とする」と労使対等性原則が定められている。

 2）1955 年 5 月 20 日に第 1 回生産性連絡会議で決定された「生
産性運動に関する 3 原則」は次のとおりである。1．生産性の
向上は，究極において雇用を増大するものであるが，過渡的な
過剰人員に対しては，国民経済的観点に立って能う限り配置転
換その他により，失業を防止するよう官民協力して適切な措置
を講ずるものとする。2．生産性向上のための具体的な方式に
ついては，各企業の事情に即し，労使が協力してこれを研究
し，協議するもののとする。3．生産性向上の諸成果は，経営
者，労働者および消費者に，国民経済の実情に応じて公正に分

題，代表者の規定書面への単なる押印やサインの
瞬間的役割などに鑑みると，労使関係の対等性，
労使コミュニケーションの経営資源性を期待する
ことが難しい（呉 2012, 2014）。なお，同過半数代
表制では，賃上げをめぐる規定は存在しない。そ
のため，労働組合のない企業では労働者の集団力
が発揮できていないといって過言ではない。従業
員代表制の法制化により，無組合の企業でも労働
者に一定の集団力を与えることが必要ではない
か。また，労働協約の拡張適用のハードルを下げ
ることも検討の余地があるだろう。
　韓国の事例で見たように，労働組合が賃上げを
獲得し，組合のない企業では労使協議会の労働者
委員がそれを参考に賃上げを要求し実現すること
によって全労働者の賃上げが進んだ。現在の日本
では，労働組合があっても高い賃上げの獲得が難
しい一因は，無組合企業との価格競争に足を引っ
張られるからであろう。従業員代表制の法制化に
より，無組合企業で対等な労使関係が実現して労
働者の集団力が高まっていけば，労働組合の賃上
げ要求がいっそう実現し，要求額と妥結額の
ギャップも解消していく。さらにそれが，従業員
代表制の法制化により，無組合企業に伝播して全
労働者の賃金上昇を期待できるのである。
　従業員代表制の法制化により，労働組合と従業
員代表制（代案集団）との相互作用を通じて，労
働者の集団力が高まっていけば，労使関係の対等
性原則が実現し，賃上げにも順風が吹く可能性が
高まると考える。そうなれば，雇用関係の高度化
が進み，生産性向上や事業の高付加価値化，グ
ローバル展開がいっそう図られて，企業の競争力
も強まっていくものと期待できる。
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14）具体的には呉（2012＝2018）の第 2 章「パートタイマーの
組織化と意見反映システム―同質化戦略と異質化戦略」を参
照されたい。

15）連合・連合総研の調査によると，2018 年，正社員組合員の平
均組合費は賃金の 1.65％（5161 円），パート労働者組合員の場
合，1487 円（フルタイムは 1912 円）（連合・連合総研 2019）。

16）具体的には呉（2017）を参照されたい。
17）きっかけは，販売子会社の組合員が，賃上げ要求を決定する

中央委員会で押し込み販売の廃止を組合に訴えたことであっ
た。

18）具体的には呉（2012＝2018）の第 6 章「企業グループ労使
関係の望ましい姿―ケンウッド労組の企業グループ単一労
組化の事例」を参照されたい。

19）具体的には呉（2019）を参照されたい。
20）例えば，組合員数が 200 人の子会社単組でも企業連の専従

者（親会社組合出身）が同労組の書記長を担当している。企業
連の専従者は，会社側の連結事業部単位，すなわち，製造事業
本部，物流事業本部，関連事業本部，海外事業本部をそれぞれ
担当しており，個別企業を超えてグループ事業部全体の状況を
把握し判断できるようになっている。従業員数が少ない子会社
の場合，当該企業の組合員ではない者（概ね親企業組合出身）
が同社組合の書記長として労使協議・交渉に参加している。そ
の様な体制ができるように労働協約を締結してある。このよう
な組合体制を通じて，「資本従属関係の中で苦しんでいるそれ
ぞれの会社の問題点等を吸い上げて，本体経営者に対して伝え
る」ことができる。

21）非正規に対するベア要求に対する会社の回答額は，2007 年
度 700 円，08 年度 500 円，09 年度 500 円，10 年度 300 円，11
年度 300 円，12 年度 300 円，13 年度 300 円，14 年度 723 円，
15 年 度 1140 円，16 年 度 1815 円，17 年 度 2044 円，18 年 度
1846 円，そして 19 年度 1586 円であった。

22）引き上げ額は，2010 年度 200 円，11 年度 202 円，12 年度
200 円，12 年度 200 円，17 年度 200 円，そして 18 年度 280 円
であった。

23）例外的に 2018 年正社員組合員平均 6000 円を要求したが，
1044 円の回答を得た。いっぽう，非正規労働者の場合，同じ
要求に対して 1846 円の回答があった。

24）営業職チームリーダーの標準評価モデルケース。
25）2014 年 5 月 27 日 NCCU 会長へのヒアリング調査結果。多

忙の中，調査にご協力頂いた会長及び NCCU にこの場を借り
て感謝申し上げる。

26）介護労働安全センターが介護業界全体の離職率を発表してい
るが，NCCU の組合員が勤めている事業所の離職率は，大体
全体より 1～1.5％常に低いという。

27）2014 年 5 月 28 日，JSGU 会長をはじめ幹部の方にヒアリン
グ調査を行った。調査にご協力頂いた会長並びに JSGU にこの
場を借りて感謝申し上げる。その後も 2 回（2019 年 3 月 15 日
及び 6 月 17 日）にわたりヒアリング調査を行った。

28）外部労働市場が発達して集団の必要性が相対的に低いアメリ
カにおける集団の再生をめぐる議論については水町（2005）
を参照されたい。

29）筆者は，日本の中小企業に対するアンケート調査・ヒアリン
グ調査を踏まえて，「労使コミュニケーションは経営資源であ
る」という命題を示した（呉 2012, 2014）。労使コミュニケー
ションを図る企業ほど，会社の経営情報を多く一般従業員に開
示する，また，中長期的に業績悪化による危機を経験しない，
危機を経験しても早期に克服する。そして，労働者の働く意
欲，技能，労働効率，チームワーク，主体性が高まり，生き生
きと働き，企業への協力度が高まっているからである。

30）具体的なデータは，呉（2022）を参照されたい。なお，為

替レートは分かりやすくするために，日本 1 円＝韓国 10 ウォ
ンとした。

31）労使協議会の労働者代表選挙はいつも 2 人以上の候補者が出
て投票で決めている。なお，2022 年 8 月 10 日，サムスン電子
では少数組合（4 つの組合で組合員数約 6000 人，全従業員約
11 万人の 5.3％）と同社との間に初めての賃上げ協定が締結さ
れた。賃上げ率は 9％（ベア 5％＋成果反映 4％）であったが，
4 月末における労使協議会での労使合意と同じである。今後，
労働組合の組織拡大と交渉力のアップが進むと，労使協議会の
合意内容を上回る可能性があり，注視したい。

32）例外的にストのない年は，最近では 2019 年から 2022 年ま
での 4 年間である。また，2022 年の労使交渉の合意内容は，
組合員 1 人当たり賃上げ約 1 万 1000 円（基本給（定昇込み）
＋手当 1000 円），成果・激励金（賃金の 3 カ月分＋55 万円），
会社株 20 株（36 万円相当），商品券 2 万 5 千円などの支給で
ある（『現代自動車労組速報 8 号：第 22-01-49 号』）。

33）呉（2012）参照。既存の 110 項目に加えて，働き方改革の
一環として 70 歳までの就業機会確保，派遣労働者の均等・均
衡処遇，高度プロフェッショナル制度導入に関連してそれぞれ
新たな規定が設けられて計 113 項目に及ぶ。
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